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日本の森林率は６８％と世界有数の森林国（世界平均３０％）

資料：State of the World’s forest 2009（FAO） １

我が国は有数の森林国



日本の森林

○ 日本の森林は、人口の増加や産業の発展により荒廃してきたが、戦後の先人たちの森林造成の努力によ
り、緑豊かな国土を形成。先進国有数の森林率（６８％）を維持。

（戦前） （2009年）

滋賀県野洲市
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人工林の齢級別面積

（齢級）

現状のまま10年間
推移した場合
約６割

現状のまま10年間
推移した場合
約６割

高齢級の人工林
約４割

高齢級の人工林
約４割

（平成19年３月31日現在）

（10年後）

資料：林野庁業務資料
注：１）森林法第５条及び第７条の２に基づく森林計画の対象となる森林の面積である。
２) 平成19年3月31日現在の数値である。

○ 森林の現状と課題
我が国の森林資源を巡る現状

３

森林の現状と課題 ①
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資料：林野庁業務資料

○ 森林の現状と課題
我が国の森林資源の推移

４

森林の現状と課題 ②



木材供給量と自給率の状況

木材供給量と自給率の推移

木
材
（用
材
）供
給
量

自
給
率

・我が国の木材需要量は、平成元年以降、１億１千万ｍ3の水準で推移していたが、平成14年以降は９千
万ｍ3を下回る状況。平成22年は70百万ｍ3となり、前年に比べ11.1%増加。
・供給内訳をみると、国産材は約18百万ｍ3で、前年に比べ3.7%増加。一方、輸入材は約52百万ｍ3（対前
年比６百万ｍ3増）で、国産材の増加量（64万ｍ3）を上回る増加となったことから、平成22年の木材自給率
（丸太換算）は26.0%となり、前年に比べ1.8ポイント減少。

資料：林野庁「木材需給表」
５



資料：FAO、木材需給表

・主要国の中で日本の木材消費量は少ない。

○ 一人当たり木材消費量（㎥）製材 合板
製紙用
パルプ

薪炭材 合計 人口
一人当たりの
木材消費量

（千㎥） （千㎥） （千㎥） （千㎥） （千㎥） （千人） （㎥）

日本 29,840 10,269 37,856 1,005 78,970 127,953 0.62 

米国 148,961 20,921 168,356 50,570 388,808 302,841 1.28 

ドイツ 32,207 1,875 22,420 9,907 66,408 82,640 0.80 

中国 63,672 48,620 99,553 1,974,138 2,185,983 1,328,474 1.65 

オーストラリア 8,578 637 5,059 7,920 22,195 20,530 1.08 

カナダ 30,531 5,665 37,407 3,027 76,631 32,576 2.35 

フランス 20,041 1,035 11,775 29,563 62,415 61,329 1.02 

ニュージーランド 4,080 579 2,597 48 7,304 4,139 1.76 

英国 13,424 2,316 4,897 1,020 21,657 60,512 0.36 

日本は木を使っているか。 主要国の木材消費（2008年）日本は木を使っているか。 主要国の木材消費（2008年）

６



我が国の森林(2,500万ha、うち人工林1,000万ha)は少子高齢化

「上手に使う、植える、育てる、収穫する」健康な森のサイクルを確立する必要

木材自給率は26％で、国産材は使われていない木材自給率は26％で、国産材は使われていない
住宅
一般建築物
公共建築物
木製品
木質バイオマス
間伐材を使った紙製品
（カートカン） 等

植林面積は
わずか３万ha
植林面積は
わずか３万ha

○ 50年生以上（高齢級）の人工林
は39％(2007年)。
10年後には60％。

○ 森林蓄積量は毎年８千万㎥（１年
間の国内需要量と同じ量）増加。

○ 50年生以上（高齢級）の人工林
は39％(2007年)。
10年後には60％。

○ 森林蓄積量は毎年８千万㎥（１年
間の国内需要量と同じ量）増加。

使う使う

間伐

間伐等の
継続的な手入れが必要

７



（出典：日本不動産研究所
「山林素地及び山元立木価格調査」）

H22立木価格(円/ｍ３)

ス ギ

ヒノキ

2,654

8,128

○ 森林の現状と課題
立木価格等の推移
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～森林・林業基本政策検討委員会の最終取りまとめ骨子～

１． 森林計画制度の見直し

－市町村森林整備計画のマスタープラン化、森林経営計画（仮称）の創設など－

２． 適切な森林施業が確実に行われる仕組みの整備

－伐採、更新ルールの明確化、施業代行など－

３． 低コスト化に向けた路網整備等の加速化

４． 担い手となる林業事業体の育成

５． 国産材の需要拡大と効率的な加工・流通体制の確立

６． フォレスター等の人材の育成

１．１． 森林計画制度の見直し森林計画制度の見直し

－市町村森林整備計画のマスタープラン化、森林経営計画（仮称）の創設など－－市町村森林整備計画のマスタープラン化、森林経営計画（仮称）の創設など－

２．２． 適切な森林施業が確実に行われる仕組みの整備適切な森林施業が確実に行われる仕組みの整備

－伐採、更新ルールの明確化、施業代行など－－伐採、更新ルールの明確化、施業代行など－

３．３． 低コスト化に向けた路網整備等の加速化低コスト化に向けた路網整備等の加速化

４．４． 担い手となる林業事業体の育成担い手となる林業事業体の育成

５．５． 国産材の需要拡大と効率的な加工・流通体制の確立国産材の需要拡大と効率的な加工・流通体制の確立

６．６． フォレスター等の人材の育成フォレスター等の人材の育成

ＰＤＣＡサイクルによる検証
改革内容の改善

・計画的な森林施業の定着

・集約化と路網整備の進展による低コスト

作業システムの確立

持続的な森林経営の確立
国産材の安定供給体制の構築

10年後の木材自給率50％以上
森林の多面的機能の発揮、雇用創出、山村地域の活性化、低炭素社会構築への寄与森林の多面的機能の発揮、雇用創出、山村地域の活性化、低炭素社会構築への寄与

新成長戦略
２１の国家戦略プロジェクト

新成長戦略
２１の国家戦略プロジェクト

○ 森林・林業の再生に向けた改革の方向
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• Ｓ２５ 衆議院 「都市建築物の不燃化の促進に関する決議」
⇒ 官公庁建築物の不燃化 （※同国会で建築基準法制定）

• Ｓ２６ 閣議決定 「木材需給対策」
⇒ 都市建築物等の耐火構造化、木材消費の抑制、

未開発森林の開発 （※同じ年に森林法制定）

• Ｓ３０ 閣議決定 「木材資源利用合理化方策」
⇒ 国・地方公共団体が率先垂範して建築物の不燃化
を促進、木材消費の抑制、森林資源開発の推進

• Ｓ３４ 日本建築学会 「建築防災に関する決議」
⇒ 防火、耐風水害のための木造禁止

○ 公共建築物の木造化を巡る背景・経緯（戦後～）

10

公共建築物の木造化を巡る背景・経緯（戦後～）



• 第１７４回通常国会（H２２年１～６月）
政府 「公共建築物等における木材の利用の促進に関す

る法律案」 提出（３月９日）

自民党 「地球温暖化の防止等に貢献する木材利用の
推進に関する法律案」 提出（４月１５日）

○ 衆議院： 政府提出法案を修正（自民党提出法案の内容の
一部を盛り込む形）、全会一致で可決（５月１３日）

○ 参議院： 全会一致で可決・成立（５月１９日）

５月２６日 公布（官報掲載）

１０月１日 施行

１０月４日 国の基本方針公表

公共建築物等木材利用促進法の制定

11



公共建築物等木材利用促進法のしくみ

林業･木材産業の活性化

(地域経済の活性化)

森林の適正な整備･

保全の推進
木材自給率の向上

具体的･効果的に木材利用の拡大を促進
・公共建築物における木材利用拡大(直接的効果)
・一般建築物における木材利用の促進(波及効果)

併せて、公共建築物以外における木材利用も促進
・住宅や工作物への木材利用

・木質バイオマスの製品･エネルギー利用

【基本方針】(平成22年10月)
・低層の公共建築物は原則全て木造化
・内装の木質化
・備品・消耗品への木材使用
・木質バイオマスの利用促進

【事業者・国民の努力】
・利用促進に自ら努力
・施策への協力

市町村方針

都道府県方針

【責務】
・国の施策に準じた施策の策定・実施
・公共建築物等への木材の利用

【責務】
・木材利用の促進に関する施策を総合的に
策定･実施

・自ら率先して公共建築物への木材の利用
・必要な法制上の措置その他の措置
・木材利用に関する国民の理解の醸成

国 地方公共団体等

12



H24H23

市町村の木材利用方針の策定状況

市町村数

全ての都道府
県で方針策定
終了

方針を策定した市町村の増加状況方針を策定した市町村の増加状況 市町村方針策定状況マップ市町村方針策定状況マップ

策定済は６５８市町村（平成24年9月30日現在）

※秋田、徳島、岡山、
佐賀、大分の５県では
全市町村方針策定済

累計数 38％

13



国の施設 県の施設

市町村の施設

長崎県諫早市：宗方ふれあい館(24.2)

民間の施設

徳島県美馬市：認定こども園(24.3)
高知県土佐町：役場庁舎(24.3)

国営アルプスあずみの公園 国営明石海峡公園
徳島県：森林研修舎(24.3)徳島県：駐在所(24.3)

岡山県：農業大学校研修交流ホール(24.3)

宮崎県諸塚村：診療所(24.1)

宮崎県椎葉村：役場庁舎(24.3)

高知県高知市：観光情報発信館(23.7)

富山県高岡市：保育園
(24.3)

兵庫県丹波市：レストラン
(24.3)

鹿児島県伊仙町：交流施設
(24.3)

横浜植物防疫所つくば圃場
(24.5) 愛媛署小田森林事務所

東京都神津島村：図書館
(24.3)

-16-

公共建築物等木材利用促進法に基づく施設整備の事例 （竣工月）
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15
兵庫県猪名川町立大島小学校

富山県滑川市立西部小学校岩手県遠野市立上郷小学校 福島県会津見里町立宮川小学校

福井県南越前町立今庄小学校

木育のいろいろ・・・ 木の学校

徳島県佐那河内村立
佐那河内村小学校

学校施設への木材利用




